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１. 14年 9月中間期の業績（平成 14年 4月 1日 ～ 平成 14年 9月 30日）
(1)経営成績 (端数処理は四捨五入による）

　　　　  売   上   高 　   　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年 9月中間期 13,356 △ 4.8 132 - 121 -
13年 9月中間期 14,027 △ 4.8 △ 260 - △ 305 -
14年 3月期 27,474 △ 544 △ 556

     中間(当期）純利益 　      １ 株 当 た り 中 間
         ( 当 期 ） 純 利 益

百万円 ％ 円　　銭
14年 9月中間期 518 - 12.18
13年 9月中間期 △ 379 - △ 9.61
14年 3月期 △ 1,366 △ 33.33
(注)①期中平均株式数    14年 9月中間期  42,498,066 株   13年 9月中間期  39,476,804 株   14年 3月期  40,993,604 株
     ②会計処理の方法の変更　　 無
     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金

円　銭 円　銭

14年 9月中間期 0.00 －
13年 9月中間期 0.00 －
14年 3月期 － 0.00

(3)財政状態
       　総  資  産        株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり

株主資本
百万円 百万円 ％ 円　　銭

14年 9月中間期 42,619 7,930 18.6 186.60
13年 9月中間期 47,039 8,037 17.1 203.59
14年 3月期 46,316 7,562 16.3 177.91
(注)①期末発行済株式数　14年 9月中間期     　42,496,024 株　13年 9月中間期     　39,476,600 株　14年 3月期     　42,501,717 株

 　 ②期末自己株式数　　14年 9月中間期         　27,711 株　13年 9月中間期            　795 株　14年 3月期         　22,018 株

２. 15年 3月期の業績予想（ 平成 14年 4月 1日  ～  平成 15年 3月 31日 ）
　 　　　　  売   上   高 　　　経　常　利　益 　　当　期　純　利　益   １株当たり年間配当金

期　　末
百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 27,500 320 700 - -
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   16 円 47 銭 

 ※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後
様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。



中間貸借対照表

資産の部
流動資産

固定資産
有形固定資産

無形固定資産

投資等

繰延資産
17,325
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46,316,47347,038,777
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―
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―
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―
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―

―

―
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1,021,051
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(0.0)
8,250

25,502
9,075

社 債 発 行 差 金
資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

社 債 発 行 費

投 資 有 価 証 券
子 会 社 株 式
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そ の 他 の 投 資
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―
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その他流動資産
貸 倒 引 当 金

建 物

営業外関係会社受取手形

受 取 手 形
売 掛 金
自 己 株 式

繰 延 税 金 資 産

前 渡 金
前 払 費 用

商 品 ・ 製 品
仕 掛 品
原 材 料
貯 蔵 品

△ 125,009
805,817

△ 257,695

172,984

15,865
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17,255,902(38.4)

43,444

5,831,260

8,825

11,521
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98,551
28,855
3,506
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△ 264,329
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10,237 9,023
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△ 374,2552,406,624 2,032,369

11,967,818 (25.4) 11,358,145
62.1 27,731,880
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△ 67,800

434,294
315,602

△ 76,216
40,804
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93,125 82,669
70,771 86,778
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―

△ 599

△ 51,659

(0.0)

△ 207,941

2,193,342
3,980

△ 24,241

11,654,334△ 609,673

410,952

28,939,091

2,808,394

7,937,388
3,728,441
8,491,321 7,380,522

3,476,141
△ 1,110,799

17,351,88034.9 △ 2,948,754
△ 437,908 337,816

千円

17,818,070 37.9 14,869,316

千円 ％
金   額 構成比

666,072

1,192,826

77,835
△ 39,745

29,211,817

996,499
55,508

2,744,615
452,889

△ 49,000

758,532

102,076

76,216

32,78032,287

158,723 212,443

100.0

(0.0)

(26.7)
65.1

現 金 ・ 預 金

金   額 構成比

2,754,626
114

658,457

科      目
前年中間期

(平成13年9月30日現在)

千円 ％

493,416

5,003

5,665,353

8,932

△ 33,109

58,220
△ 1,813

△ 1,214

11,521

5,621,909

―
△ 30,000

△ 143

△ 45,209
△ 458,463

△ 269,079

―

△ 868,451

16,007

53,720

△ 114

13,179
7,615

△ 10,456

―

△ 2,731,942

△ 10,011

△ 9,255

△ 1,479,937

―

848,903
3,289,157

当中間期
(平成14年9月30日現在) 前期

(平成14年3月31日現在)

増減金額

金   額

△ 929

―

千円

42,619,018 △ 4,419,759

－個1－



(続)

負債の部
流動負債

固定負債

資本の部
資本金

法定準備金

欠損金
)

) ) ) )

資本金

資本剰余金

）

土地再評価差額金

その他有価証券評価差額金 )

)

―

△ 3,477自己株式 ――

―

△ 2.0
△ 2.0
(1.2

―

―
―

―

―

△ 3,477

―

(△ 1.4

3.0

           －    

5.4

△ 621,249 ―

△ 843,213

2,308,396

―
―

△ 843,213
(517,627)

1,293,551
1,293,551

5,795,651

利益剰余金 △ 843,213―
―中間未処理損失

（ 中 間 利 益 ） (517,627)

―

―

1,293,551―
資 本 準 備 金 ― 1,293,551 (3.0)―

―
―

―

負 債 合 計

5,643,334 12.0

― △ 1,119,690
△ 1,119,690―

△ 2,308,396

―

82.9 34,689,359

87,249

預 り 保 証 金
3,651,446

社 債 2,000,000
長 期 借 入 金

3,084,300

設備関係支払手形

16,094,438

67,429
527,043

未 払 消 費 税 等

416,153

未 払 費 用
預 り 金

△ 373,846
( △379,426

660,369

構成比 金   額

7,193,139

125,266

6,518,400

1,293,551

100.0

144,932

3,723,038
186,507

1,293,551

△4,419,759

2,308,396

―

42,619,018

―

7,929,659

   ( 1,366,420

1,360,840
1,360,840

△ 472,499

長 期 借 入 金
(１年以内返済)

支 払 手 形
買 掛 金

科      目

短 期 借 入 金

34.2 15,417,091

69,699

1,661,3301,661,330
繰延税金負債

3,100,000

4,012,095
189,702

退職給付引当金
8,591,960

再 評 価 に 係 る

8,582,680

△ 64,436

△ 17,550

360,649
△ 2,073,560

1,085,482
383,147

△ 26,384
―

71,656 45,272

675,652未 払 金
未 払 法 人 税 等 187,8887,815

8,736,244
5,490,560 3,823,560 4,421,560
9,165,068 △ 1,971,929

3,219,880
3,989,861

2,299,269
3,509,160 3,788,895

△ 785,031

千円

22,907,134 48.7 19,272,268 45.2 21,501,348

千円 ％ 千円 ％ 千円
構成比

2.4

当中間期
(平成14年9月30日現在)

( 379,426 （△ 0.8

5,795,651

1,119,690

―

39,001,572

利 益 準 備 金

再評価差額金

資 本 準 備 金

4.92,308,396

―
(2.4)1,119,690

           －    

81.4

△ 373,846

18.6 △107,546

△ 5,643,334―

259,499

― ―

―

―

― ―

― ―
―

△ 4,312,213

△ 1,667,000

1,100,000

―

―

△ 621,249

2,308,396

△ 843,213

5,795,651 13.6

399,935

17,253,555
3,100,000

―
―

100.0

38,754,903

1,018,053
△ 143,896

―

△ 660,369

△ 480,701

36.2

△ 3,634,866

180,073

△ 677,347

―

自 己 株 式

373,846
373,846

―
―

前年中間期
(平成13年9月30日現在) 前期

(平成14年3月31日現在)

金   額

1,661,330

658,468

73,748

57,686

増減金額

金   額

中間（当期）未処理損失

△ 0.8
（△ 0.8

(中間（当期）純損失)

17.18,037,205資 本 合 計

△ 1.4

負 債 ・ 資 本 合 計 47,038,777

その他有価証券評価差額金

― ― ― ―

(△ 0.0

― △ 2,689

7,561,570
46,316,473
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中間損益計算書

）

）

）

）

－
－ 1,360,840 10.2

－

3,654

－

3,952

239,647

（ 444,968
19,218

5,580

前 期 繰 越 損 失 －

厚 生 年 金 基 金
代 行 返 上 損

－ － 1.8

－
1,429,214 10.7

(3.4)(16,049)

173,741

0.0

1.3

223

(2.5)

△ 3,952

0.1
－ －
－ 19,218

－0.0

0.0
(0.1)

0.0

－

392,378

（6,068

0.9
△ 5,254

△ 7,021
(2.3)

426,632

13,089

25,300

△ 379,426

0.1

0.0

2.9

206,000

－
－ －

△ 469,367
△ 5,580

373,846 △ 2.7

2,766

239,647

10,860

0.0

－
2,200 －

－

－

121,398

0.1

(461,017)

（ 1,444,480(1,448,432) (10.8)

1,429,214

32,892

3,877

－

支 払 利 息
雑 損 失

△ 6.3

－投資有価証券売却損

投資有価証券評価損

ゴルフ会員権評価損

役員退職慰労金

固定資産処分損

300,961
△ 2,766
△ 2,200－

売 上 原 価
販売費及び一般管理費

自平成13年4月 1日
至平成14年3月31日

金   額
％

増減金額

営 業 外 収 益
受取利息及び配当金

2,724,005
営業利益 ( △損失 )

(営業外損益の部)

13,355,670

特 別 利 益

子会社株式売却益
貸倒引当金戻入益

雑 収 益
営 業 外 費 用

固定資産売却益

特 別 損 失

経常利益 ( △損失 )

前期当中間期

(762,596)

千円

△ 671,769
△ 810,701

100.0
22,546,850

△ 253,446

法 人 税 、 住 民 税
及 び 事 業 税

418,357

1,108,813

－

43,752
－

27,474,282

税引前中間(当期)
純利益（△損失）

53,595

132,353 1.0△ 1.8

法 人 税 等 調 整 額
897,053中間(当期)純利益（△損失） 517,627
331,5910.3

△ 2.7 3.9

11,563,459

1.4
0.9

18.52,470,559

千円

自平成14年4月 1日
至平成14年9月30日

百分比
千円

△ 260,025

金   額

10,752,758 80.5

1.0
△ 305,234 △ 2.2

(354,342)

138,286
216,056 1.5

％千円

82.4
14,027,439 100.0

(3,952) (0.0)

0.9
179,251

(309,133) (2.1)

1.2
129,882

1,360,840

経
常
損
益
の
部

特
別
損
益
の
部

再評価差額金取崩額
中間(当期)未処理損失

△ 1,138,031

203,089385,186

1.5 197,500

1,426,144

(585,574)

(3,952)

9,123

5,580

66,724

3,952
－
－

－

△ 1,366,420

△ 22,932
（△28,186

133,032
1.4193,124
1.0

(2.4)(326,156)

           期      別

  科      目

前年中間期

金   額

19.4

自平成13年4月 1日
至平成13年9月30日

(営業損益の部)
売 上 高

百分比

0.3
－

173,741

8.3

8,500

△ 317,331 △ 2.3

843,213

206,000

2,766

棚卸資産処分損

397,898

(315,201)
122,861 352,204

5,471,347
△ 543,915

192,340

△ 556,409

(750,102)

344,239

金   額

－個3－



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

［重要な会計方針］
有価証券の評価基準及び評価方法
(１)満期保有目的債券 償却原価法（定額法）
(２)子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
(３)その他有価証券  時価のあるもの 中間決算末日の市場価格等に基づく時価法

 

   時価のないもの 移動平均法による原価法

たな卸資産の評価基準及び評価方法
(１)商品・製品 先入先出法による原価法
(２)原材料・仕掛品・貯蔵品 移動平均法による原価法

固定資産の減価償却の方法
(１)有形固定資産 定率法

(２)無形固定資産 定額法

繰延資産の処理方法
商法の規定に基づいて均等償却を行っております。

外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準

引当金の計上基準
(１)貸倒引当金

(２)退職給付引当金

（追加情報）

リース取引の処理方法

ヘッジ会計の方法

その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理
 消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

４．

３．

   従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ
き、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。会計基準変
更時差異（厚生年金基金代行返上後 1,329,239千円)については、15年による按分額を費用処理
しております。
   過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１０
年）による按分額を費用処理しております。
　 数理計算上の差異については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の
年数（10年）による按分額を発生の翌期より費用処理しております。

　 一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可
能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

　為替予約については、振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を行っております。 ま
たヘッジ会計の要件を満たす金利スワップについては特例処理を採用しております。

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に
ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

 　ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物 （ 建物附属設備を除く ） について
は、定額法を採用しております。

   ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間 （５年）
に基づく定額法を採用しております。

９．

５．

６．

７．

８．

   外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし
て処理しております。

２．

１．

（評価差額は、全部資本直入法により処理し、売却
原価は、移動平均法により算定）

  当社は、確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分について、平成14年4
月26日に厚生労働大臣から将来分支給義務免除の認可を受けました。当社は「退職給付会計
に関する実務指針（中間報告）」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第13号）第47－2
項に定める経過措置を適用し、当該認可の日において代行部分に係る退職給付債務と返還相
当額の年金資産を消滅したものとみなして処理しております。当中間会計期間末における返
還相当額は、4,748,213千円であります。

－個4－



注記事項

(中間貸借対照表関係)

(千円) (千円) (千円)
有形固定資産の減価償却累計額

保証債務

(千円) (千円) (千円)
債権流動化による手形譲渡高

中間期末日（期末日）満期手形の会計処理

(千円) (千円) (千円)

(中間損益計算書関係)

(千円) (千円) (千円)
減価償却実施額

有形固定資産
無形固定資産

―支払手形
受取手形 316,397

１．

前年中間期 当 中 間 期

1,711 1,795
384,155459,134

( 前年中間期の保証債務のうち、172,000千円は当社ほか６社の連
帯保証債務額 1,204,000千円のうちの当社負担額であります。
当中間期及び前期の保証債務のうち 157,000千円は当社ほか６社の
連帯保証債務額1,099,000千円のうち当社の負担額であります。）

前 期

3,231,6743,470,443

19,646,622

１．

２．

４．

1,836

―

前 期

前年中間期 当 中 間 期 前 期

683,986

929,618
3,422

19,216,688

前年中間期

19,980,548

当 中 間 期

３． ― 2,595,563

― ―
577,800

―

設備支払手形

  中間期末日（期末日）満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理を行って
おります。なお、前年中間期および前期の末日は金融機関の休日であったため、次の中間期末日
（期末日）満期手形が中間期末（期末）残高に含まれております。

395,852

前 期前年中間期 当 中 間 期

3,763,938
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(リース関係)

リース契約により使用する重要な固定資産

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース
(１)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末（期末）残高相当額

(千円) (千円) (千円)
取得価額相当額
機械及び装置
車輌運搬具
工具器具備品
合計

(千円) (千円) (千円)
減価償却累計額相当額
機械及び装置
車輌運搬具
工具器具備品
合計

(千円) (千円) (千円)
中間期末（期末）残高相当額
機械及び装置
車輌運搬具
工具器具備品
合計

(２)

(千円) (千円) (千円)
１年以内
１年超
合計

(注)

(３)支払リース料及び減価償却費相当額

(千円) (千円) (千円)

(４)減価償却費相当額の算定方法
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

オペレーティング・リース取引未経過リース料

(千円) (千円) (千円)
１年以内
１年超
合計

8,010

　貸借対照表に計上した固定資産のほか、インクリボン製造設備の一部及び紙クロス製造
設備の一部については、リース契約により使用しております。

609,038

前年中間期 当 中 間 期

当 中 間 期

3,183

1,161,524 1,005,950
402,526 393,729

270

108,808

前年中間期 当 中 間 期 前 期

22,269 24,170

３．

　なお、取得価額相当額及び未経過リース料中間期末（期末）残高相当額は、有形固定
資産の中間期末（期末）残高等に占める割合が低いため、「支払利子込法」により算定
しております。

前年中間期

２．

１．

745,816

106,703 214,463

531

687,086

549,138

1,159,708

前年中間期 当 中 間 期 前 期

490,414 475,738

410,709

前 期

212
191,485 210,817 224,754
689,639 774,104

7,740

前年中間期 当 中 間 期

260,573 133,300 196,678
2,652 2,971

211,042 182,912 185,956
471,885 318,864 385,605

前年中間期 当 中 間 期 前 期

未経過リース料中間期末（期末）残高相当額

471,885 318,864 385,605

204,830 176,661 188,759
267,055

97,931 61,865 67,678

44,392 39,596 43,508
53,539

前 期

142,203 196,846

3,183

前 期

750,988
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（有価証券関係）
                         
子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの （単位：百万円）

差額

－
－

－ －
－
－

－

中間貸借対
照表計上額 時価

－ －2,728 553

前中間会計期間 前事業年度

2,175
－
2,728 553
－ －

（平成14年9月30日）

2,175

（平成13年9月30日）
当中間会計期間

差額

関連会社株式
合計

中間貸借対
照表計上額 時価 差額

種類

子会社株式

中間貸借対
照表計上額
608

時価

1,974

（平成14年3月31日）

608

1,366
－ －
1,974 1,366
－
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